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第１章 総則

（目的）

第１条 この達は、統合幕僚監部（以下「統幕」という。）に勤務（営内者の

営舎内生活を含む。）する職員の服務に関し、必要な事項を定めることを目

的とする。

（定義）

第２条 この達において、次の各号に揚げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。

(1) 職員 統合幕僚監部に勤務する自衛官及び事務官等をいう。

(2) 部等 部、参事官、報道官、首席法務官及び首席後方補給官をいう。

(3) 部長等 部長、参事官、報道官、首席法務官及び首席後方補給官をいう。

(4) 課等 部等に置かれる課、室、班をいう。

(5) 運営室等 中央指揮所管理運営室（以下「ＣＣＰ」という。）、防衛情

報通信基盤管理運営室（以下「ＤＩＩ」という。）及びコンピュータ・シ

ステム共通運用基盤管理室（以下「ＣＯＥ」という。）をいう。

(6) 共用場所 市ヶ谷庁舎Ａ棟（地下中央指揮所区画を除く。）で専ら統幕

の職員が共同で使用する通路、昇降機ホール、トイレ（洗面所）、喫煙所、

給湯室及びシャワー室をいう。

(7) 営内者 営舎内に居住する者をいう。

第２章 服務指導

（服務の心構え）

第３条 職員は、自衛隊の運用を一元的に所掌する統幕の崇高な使命と責務を

よく認識し、各自の良識と自覚に基づき関係法規を遵守し厳正に勤務しなけ

ればならない。

（服務指導）

第４条 課等の長は、部長等の監督の下、常に管下の職員の服務を指導監督し、

団結の強化を図り、厳正な規律を維持し、かつ、士気おう盛な職員を育成し

なければならない。

２ 営内者の服務に関し、営内居住に係る管理事項等については、総務部総務

課長の統制を受けるものとする。

第３章 施設管理

（関係規則）

第５条 施設の管理に関しては、本章の規定によるほか、防衛省本省市ヶ谷庁



舎の管理に関する規則（平成１２年防衛庁訓令第３８号。以下「庁舎管理規

則」という。）の定めるところによる。

（使用区分及び管理責任者等）

第６条 課等が使用する事務室等の管理責任者は課等の長とする。

２ 課等の長は、各課等が使用する事務室ごと使用責任者を指定し、施設・備

品の使用管理、盗難の予防、清潔整とん、室内の保全及び退庁時の施錠等の

措置を行わせるものとする。

３ 共用場所の管理責任者は総務部総務課長とし、使用について監督するもの

とする。会議室の管理については別に示す。

（各事務室の配置図）

第７条 課等の事務室の入口には室内配置図を掲示するものとする。記載要領

については、課等の長の定めるところによる。

（受付の表示札）

第８条 課等の事務室入口付近に、必要に応じ受付を設け、受付の表示札を設

けるものとする。

２ 表示の要領については、課等の長の定めるところによる。

（部外者の立入申請）

第９条 統幕の使用施設内に、許可なく部外者を立ち入らせてはならない。

２ 庁舎管理規則に基づく部外者立入申請証については、毎月１５日までに総

務部総務課に提出するものとする。

（部外者の立入時間）

第１０条 部外者の統幕の使用施設への立入時間は、通常の勤務時間までとす

る。ただし、課等の長が特に必要と認めた場合は勤務時間外（やむを得ない

事由を除き、２０００まで）に立ち入らせることができるものとする。

（営内者の居室使用割当）

第１１条 営内者の居室使用割当については、総務部総務課が陸上自衛隊中央

業務支援隊（以下「中業支」という。）と調整を行い割り当てるものとする。

（営内者居住状況の届出）

第１２条 営内者居住状況に変更がある場合、別紙様式第１に示す名簿を総務

部総務課にその都度提出するものとする。

（営内居室のかぎ）

第１３条 営内居室のかぎは、入居時総務部総務課から借用し、退去時確実に

返納するものとする。

２ 営内居室のかぎの保管は各人が行い、紛失等することのないよう十分注意



を払わなければならない。

（営内居室等の施設修繕）

第１４条 営内居室等における施設の修繕を必要とする場合は、総務部総務課

を通じて中業支に依頼するものとする。

（私有車等の乗り入れ）

第１５条 私有車並びに自転車及び自動二輪車（原動機付き自転車を含む。以

下同じ）を乗り入れする場合は、内部部局庁舎管理室から指定された場所

（左内門付近の駐車場及び隊舎棟裏の駐車場）に駐車するものとする。

２ 営内者が自転車及び自動二輪車を持ち込む場合は、別紙により必要事項を

記入し総務部総務課に提出するとともに、次の事項を厳守しなければならな

い。

(1) 自転車及び自動二輪車は、中業支から示された駐輪場に駐輪する。

(2) 不用になった自転車及び自動二輪車については、使用者各人で処置する。

（官用物品の持出し）

第１６条 施設に備え付けられた官用物品を部外へ持ち出してはならない。た

だし、各部長等が特に必要と認めた場合は、この限りではない。

第４章 日課、休暇及び外出等

（日課）

第１７条 職員は、課業開始時刻に勤務を開始し、課業終了時刻に勤務を終了

するものとする。

２ 営内において営内者は、市ヶ谷駐屯地関係規則を遵守するものとする。

（営内者の外出申請等）

第１８条 外出を申請する営内者は、部等の服務指導幹部に外出する旨を申告

し、各部等又は運営室等ごとに外出人員を掌握し、次に定める通報先に通

報するものとする。

区 分 通報内容 通 報 時 間 通 報 先

平 日 毎日１６３０まで 総務部総務課
申 告 外出者数

休養日及び休日 ０８３０まで 統幕当直

２３００まで

帰 隊
帰隊状況 帰隊後速やかに

２３００以降の帰 統幕当直

報 告 隊については翌日

０８１５まで



（休暇間行動予定表）

第１９条 課等の長は、ゴールデンウィーク、夏季休暇及び年末年始休暇に際

しては、各人の休暇間行動予定表を作成し、総務部総務課に写し（１部）を

提出するものとする。

２ 休暇間行動予定表の様式については、各職員の休暇期間、所在及び連絡先

を明記するほか課等の長の定めるところによる。

（渡航申請）

第２０条 公務以外の目的で本邦以外の地域に渡航する場合は、隊員の分限、

服務等に関する訓令（昭和３０年防衛庁訓令第５９号）第１５条の２の規定

に基づき、申請者は、渡航日の５日前までに承認権者に申請するものとする。

ただし、次のいずれかに該当する場合、申請者は１０日前までに承認権者に

申請するものとする。

(1) １等陸佐、１等海佐又は１等空佐以上の自衛官

(2) ７級（任命権に関する訓令（昭和３６年防衛庁訓令第４号）別表にお

いて行政職俸給表㈠７級及びこれに対応する各俸給表の職務の級をい

う。）以上の隊員

(3) 指定職俸給表の適用を受ける隊員

(4) 申請日において、外務省から渡航情報（危険情報）が発出されている

国又は地域その他人事教育局長が別に指定するものに渡航する場合

(5) 申請する渡航先である国又は地域が、当該渡航日前６月以内に渡航し

た同一の国又は地域となる場合

(6) その他、統合幕僚長が別に定める事由に該当する場合

第５章 健康管理

（健康管理全般）

第２１条 課等の長は、常に部下の健康状態、勤務環境等の健康管理について

指導監督するものとする。

２ 健康係幹部及び同補佐の変更等があった場合は、速やかに総務部総務課に

連絡するものとする。

３ 職員の身体歴は、部等ごと保管・整理するものとする。

（受診）

第２２条 職員は、身体に異常等を認めた場合は、速やかに受診に努める等処

置を講ずるものとする。

（健康診断等の受検）

第２３条 職員は、健康を維持するため、共済組合本部診療所（防衛省医務



室）が実施する定期健康診断及び成人病検診等を、毎年受検するものとする。

２ 細部の受検時期等の調整については総務部総務課が実施し、部等に通知す

るものとする。

第６章 安全管理

（安全管理全般）

第２４条 課等の長は、課等の業務遂行に際し常に安全管理に留意し、円滑な

遂行を監督指導しなければならない。

２ 職員は、一人一人が安全に関する問題意識を持ち業務を遂行し、安全上の

問題点を認めた場合には、指揮系統に従い各課等の長へ報告し、不安全要因

を除去するよう努めなければならない。

第７章 防災管理

（防火組織）

第２５条 防火組織等については、庁舎管理規則に基づき実施するものとする。

（防災要員の指定及び差出し）

第２６条 防災応急対策計画に基づき、あらかじめ次の要員を指定しておくも

のとし、変更の都度総務部総務課に通報するものとする。

区 分 差 出 し 部 人 員

応急対策本部連
総務部 正副各１名

絡官

避難誘導責任者 総務部 １ 名

総務部 １名（14階東昇降機ホール階段）

避難誘導係

防衛計画部 １名（14階北東端階段）
指揮通信システム部 １名（14階西昇降機ホール階段）
首席後方補給官 １名（14階南西端階段）
報道官 １名 (15階北東端階段）

油脂庫防護要員 総務部 正副各１名

給油取扱所防護
総務部 正副各１名

要員

（火気取締責任者）

第２７条 課等の長は、事務室等ごとに火気取締責任者正副各１名を指名し、

別紙様式第２に示す表示を各事務室等の入口付近に明示するものとする。

２ 火気取締責任者は、事務室等の入口扉に別紙様式第３に示す日々点検表を

表示し所定の点検を実施するものとする。

３ 火気取締責任者を変更した場合は、速やかに総務部総務課に連絡するもの

とする。



（避難）

第２８条 職員は、避難を要する場合、昇降機を使用せず、最寄りの非常階段

を使用し消防計画に示される避難場所に避難するものとする。ただし、一斉

放送等により指示があった場合には当該指示に従うものとする。

（消防設備の維持）

第２９条 職員は、消火器、消火栓及び防火扉の前に物品等を残置し、異常時

に使用ができないような配置をしてはならないものとする。

第８章 非常の場合

（呼集表等）

第３０条 課等の長は、非常時に備え課等の呼集表を常に最新の状態で整備す

るとともに、管下の職員に対する迅速かつ確実な情報伝達を期するため、時

宜をとらえ訓練を実施するなど、周到な準備をしておかなければならない。

２ 課等の長は、呼集表を変更する場合は速やかに総務部総務課に写し（１

部）を提出するものとする。

３ 総務部総務課は、各課等の呼集表をとりまとめ、初動対応班及び統幕の当

直に配布するものとする。

（即応態勢の維持）

第３１条 職員は、原則として、常に所在を明らかにし、情報伝達手段を確保

する等、呼集に即応できる態勢を維持しておかなければならない。

２ 職員は、勤務時間外にあっても常に情報の収集に努め、非常事態の生起を

察知した場合には、速やかに登庁しなければならない。

附 則

この達は、平成１８年３月２７日から施行する。

附 則（平成１９年１月５日統合幕僚監部達第１号）

この達は、平成１９年１月９日から施行する。

附 則（平成１９年８月３１日統合幕僚監部達第１７号）

この達は、平成１９年９月１日から施行する。

附 則（平成２２年６月２２日統合幕僚監部達第４号）

この達は、平成２２年７月１日から施行する。

附 則（平成２７年１０月１日統合幕僚監部達第９号）

この達は、平成２７年１０月１日から施行する。

附 則（令和元年６月２４日統合幕僚監部達第１号）

この達は、令和元年７月１日から施行する。



別紙（第１５条関係）

自転車・自動二輪車等の表示及び登録

１ 標示寸法
４㎝

ＪＳ１００１ （テプラ１２㎜使用：総務部総務課で準備）

２ 標示位置

(1) 自転車

後輪泥よけ部又はサドル部で後方から確認できる位置

(2) 自動二輪車

後輪泥よけ部又は後方から確認できる位置

３ 識別区分

陸上自衛官：緑

海上自衛官：青

航空自衛官：赤

４ 統制番号

自 転 車：ＪＳ１０００～ＪＳ１４９９

自動二輪車：ＪＳ１５００～ＪＳ１９９９

５ 統制番号については、総務部総務課で統制する。

６ 自転車・自動二輪車登録簿

令和 年 月 日

フリガナ 防犯登録番号
№ 区分 棟 居室番号 所 属 階 級 又は

氏 名 車両ナンバー

備考：用紙の大きさは日本産業規格Ａ列４番とし、縦長に使用する。

記載要領

１ 区分欄には、自転車の場合「自」、自動二輪車の場合「バ」と記載する。

２ 自転車については防犯登録番号を、自動二輪車については車両ナンバー

を記載する。



別紙様式第１（第１２条関係）

入 居 ・ 退 去 者 名 簿

令和 年 月 日

連 番 棟 居室番号 陸海空 階 級
フ リ ガ ナ

備 考
氏 名

注：１ 居室間での移動の場合は、備考欄に「○○室～○○室移動（日付）」

を記入する。

２ 入居及び退去の場合は備考欄に「日付」を記入する。



別紙様式第２（第２７条関係）

火気取締責任者表示

９．５cm

火
気
取
締
責
任
者

正

朱

書

副

２１．５cm

備考：用紙については、総務部総務課に備えてある。



別紙様式第３（第２７条関係）

火 気 日 々 点 検 表

令和 年 月 日

注：１ 異常ない場合は「ﾚ」を表示する。

２ 異状ある場合は速やかに処置を講ずること。
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実　　　　施　　　　項　　　　目

電気器具の配

線老化・損傷の

確認

火気取締責任者
副

曜日日 火気設備器具

の設置・使用

状況

使用していない

電気のスイッチ

の確認

ガスの元栓の確

認

終業時の火気の

確認

引火のおそれの

ある物件の処理

共通部分の可

燃 物 の 処 理

場　　　所
正


